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高大接続・大学入学者選抜の改善の検討状況
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今回の高大接続・大学入学者選抜の改善についての政府の議論は，大学入学志願者の
能力・意欲・適性等を多面的・総合的に評価する方向へ転換しようとするものであり，
これまでの入試改革の方向性の延長線上にあるものであるが，大学入学者選抜の改善の
みにとどまらず，高等学校教育および大学教育の在り方も一体的に改革しようという点
に特徴がある。
少子化の影響等により選抜機能の低下した大学入学者選抜に対して従来のように多く

の役割・機能を求めるのには限界があるため，本来，大学教育や高等学校教育において
担うべき機能はそれぞれが担うこととして機能分散をしていくこととし，高等学校にお
ける基礎的・共通的な学習達成度の把握や学習意欲の喚起のための取り組みを行うとと
もに，学生の主体的な学びを促すための大学教育の質的転換を入学者選抜の改革と同時
並行で進めていくこととしている。
大学入学者選抜については，必要とされる知識の修得状況を確認するとともに志願者

の能力・意欲・適性等を多面的・総合的に評価するものへの転換を目指し，「達成度テス
ト（発展レベル）（仮称）」の創設や新たな評価手法の開発，資格・検定試験等の活用等を
進めていくこととしている。
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1. 高大接続・大学入学者選抜の現状と課題
（1）大学入学者選抜の現状と課題
大学入学者選抜の在り方については，社会的関心も高く高等学校以下の教育に与える影
響も大きいことから，常に議論の的となってきた。しかしながら，その内容については
18歳人口の減少等の影響を受けて大きく変化してきており，かつての「過度の受験競争の
緩和」から「大学入学者の基礎的な学力の担保」や「グローバル人材やイノベーション人材
の育成の観点からの入学者選抜の在り方」が課題として指摘されるようになってきてい
る。
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各大学・学部等においてどのような選抜方法によりどのような学生を受け入れるのかに
ついては，それぞれの入学者受入方針に基づき実施することを基本としているが，文部科
学省においては，大学入学者選抜に関する国公私を通じたガイドラインとして毎年度「大
学入学者選抜実施要項」（高等教育局長通知）を発出し，各大学に対して様々な課題への対
応等適切な入学者選抜の実施を求めているところである。
この大学入学者選抜実施要項においては，大学入学者選抜の方法として複数提示してい
るが，一般入試，推薦入試，アドミッション・オフィス入試（AO入試）の三種類の選抜方
法での入学者がその大半（2013年度で 99.5%）を占めている。
これまで，筆記試験の点数のみを過度に重視することによる弊害を是正し，多様な人材
を確保する観点から，選抜方法の多様化や評価尺度の多元化を図るための工夫の一環とし
て，推薦入試や AO入試の導入が国により奨励されてきた。その結果，2013年度大学入
学者選抜においては，国公私立大学全体で 4割以上の学生が推薦入試又は AO入試で入学
するなど選抜方法の多様化が進展してきている。しかし一方で，推薦入試や AO入試の一
部において，十分な学力把握措置が行われていないまま入学が許可されるなど，本来の趣
旨とは異なる運用になっているのではないかとの指摘がなされている。
特に高等学校長の推薦状を必要としない AO入試については，8月 1日以降に募集開始

が行われることとされ早期に合否の判定がなされるため，高校在学中の学習意欲を最後ま
で持続するのが難しいこともあって，AO入試による入学者の基礎学力に対する懸念の声
が大きいところである。
添付資料に示したように，大学 1年時の基礎学力を入学者選抜方法別に見た場合，AO
入試による入学者が最も低いという調査結果がある。ただし，入学した大学および学部・
学科がいずれも第一志望であったと回答した学生の割合が，AO入試では約 3/4を占めて
おり，大学と入学志願者の相互選択というAO入試が目指していた一つの目標については，
一定の成果を上げていると考えられる。
また，一方で選抜性の高い大学においては，依然として筆記試験当日の時点における筆
記試験で測定可能な能力のみに基づく合否判定が一般的であり，グローバルに活躍する人
材の育成やイノベーションを生み出す人材の育成を図っていく観点からは，入学志願者の
能力把握が不十分なものとなっているのではないかとの指摘もなされている。
さらに，1990年から導入された大学入試センター試験は，難問奇問を排した良質な試
験問題を提供し，各大学が実施する個別試験との組合せにより，国公私立を通じた大学入
学者選抜の工夫改善に大きな役割を果たしてきたとの評価がある一方で， 6教科 29科目と
いう多数の出題科目や 50万人を超える大学入学志願者が同時に受験することに伴う運営
の負担が増大しており，毎年のように試験実施上のトラブルが報告されている。
（2）高大接続に関する現状と課題
大学入学者選抜そのものではないものの，高大接続に関する他の課題として，高校生お
よび大学生の学習時間の少なさが指摘されている。
高校生の特に学力中間層の学習時間が大きく減少しており，大学入学志願者数に対する
入学者数の割合（収容力）が，18歳人口の減少に伴い，現在では 9割を超えるまでに上昇
してきており，全体としては進学先を選ばなければいずれかの大学には入学できるとい
う，いわゆる大学全入の状況に近づいていることもその一因として指摘されている。
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高校在学中に十分な学習習慣を身につけることなく，基礎学力が不十分なままに大学に
進学している者も増加しており，大学進学後の学習時間の少なさとも相まって，大学生の
質や大学教育の質に対する疑問の声も大きくなってきている。
このようなことから，我が国における大学進学率を抑制すべきとの意見も一部に見られ
るところであるが，我が国においては 18歳人口が減少している中で，世界的には「知識基
盤社会」の進展に伴い大学進学者が増加している状況を踏まえれば，大学教育を希望する
者については，単一の評価基準により判定するのではなく，その可能性を多様な観点から
評価して受け入れ，質の高い大学教育を受けた者を可能な限り数多く輩出していくことが
求められる。

2. 検討の方向性
（1）「大学改革実行プラン」
上記のような状況を踏まえ，2012年 6月に文部科学省においてとりまとめた「大学改革
実行プラン」において，高大接続および大学入学者選抜の在り方についての検討に着手す
ることが示された。
検討の方向性としては，少子化の影響等により選抜機能の低下した大学入学者選抜に対
して，これまでと同様に様々な機能・役割を求めることは限界があるため，本来，大学教
育や高等学校教育において担うべき機能はそれぞれが担うこととして機能分散をしていく
こと。その上で大学入学者選抜については，大学入学志願者の能力・適性を的確に判定す
るという本来の機能を重視し，多面的・総合的な評価に基づくものに転換していくという
ものである。このような教科の知識偏重の大学入学者選抜から，意欲も含めた能力，適性
等を多面的・総合的に評価していくべきだとの考え方は，これまでも掲げられてきた方向
性の延長線上にあるものであるが，今回は入学者選抜を取り巻く様々な状況がこの方向性
を後押しするものになってきている点がこれまでとは異なっている。
具体的には，学力観の変化がまずあげられる。我が国の初等中等教育の段階では，教科
の知識をいかに多く知っているかを重視していた従来の考え方から，実際の生活上の課題
に対してその知識を活用して課題解決を図ることができるかを重視する考え方への転換が
図られてきている。「総合的な学習の時間」における課題解決型学習はその典型と言えよ
う。また，これは世界的な傾向であり，OECDの PISAなどはその一例である。
さらに，高等学校関係者からの自発的な質保証に向けた動きがあげられる。中央教育審
議会初等中等教育分科会高等学校教育部会において，高校生の学習意欲の喚起を大学入学
者選抜の圧力に依存するのではなく，高等学校の責任として実施すべきとの方向での議論
が行われてきている。2013年 1月に同部会がとりまとめた審議経過報告においては，高
校生として共通に求められる基礎的・基本的な知識・技能や思考力・表現力・判断力等に
関し，その学習到達度を把握するための新たな仕組み（「高等学校学習到達度テスト（仮
称）」）を全国規模で導入することについて検討することが提言されたところである。
また，大学教育についても，2012年 8月の中央教育審議会答申「新たな未来を築くため
の大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け，主体的に考える力を育成する大学へ～」
において，これからの時代に求められる「学士力」を育成する観点から，学生の主体的な
学修を促すための学士課程教育の質的転換と学生の学修時間の増加を図るための取り組み
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を進めることが提言されている。
このように，大学入学者選抜の改革のみではなく，高等学校教育，大学入学者選抜，大
学教育の三者それぞれについて同一の方向性の下で改革を進めていく動きが出てきている
ことが今回の大きな特徴となっている。
（2）教育再生実行会議における検討状況

2012年 8月からの中央教育審議会における検討と並行する形で，2013年 1月に設置さ
れた教育再生実行会議においても高大接続・大学入学者選抜の在り方についての議論が行
われた。その検討の開始に当たっては，中央教育審議会高大接続特別部会の安西部会長か
ら同部会におけるこれまでの検討状況が報告され，その検討の方向性を踏まえて議論が開
始されている。同年 10月 31日には同会議の第 4次提言として「高等学校教育と大学教育
との接続・大学入学者選抜の在り方について」がとりまとめられ，高大接続・大学入学者
選抜の改善に関する基本的な方向性が示されたところである。
提言のポイントは，これからの時代に求められる能力を高等学校および大学の段階で育
成していくために，高等学校教育の質の向上，大学の人材育成機能の強化，大学入学者選
抜を一体的に改革していくこと。そのための具体的な方策として二つの新たな試験の仕組
み（「達成度テスト（基礎レベル）（仮称）」および「達成度テスト（発展レベル）（仮称）」）を
導入することの二つである。発展レベルの方は現在の大学入試センター試験に変わるもの
として構想されており，この二つのテストの具体的な制度設計やその他一体的な改革を進
めていくための具体的な方策については，中央教育審議会等において専門的・実務的な検
討を行うこととされている。
（3）中央教育審議会高大接続特別部会における検討状況
上述の「大学改革実行プラン」を受け，2012年 8月に中央教育審議会に諮問「大学入学者

選抜の改善をはじめとする高等学校教育と大学教育の円滑な接続と連携の強化のための方
策について」が行われた。中央教育審議会においては，新たに高大接続特別部会を設置し
検討を開始し，これまでの間，精力的に検討を行っているところである。
教育再生実行会議の第 4次提言とりまとめ以後は，その提言内容も踏まえつつさらに議
論を深めているところであり，2014年 1月末の段階での検討の方向性をまとめたのが配
付資料にある「高大接続・大学入学者選抜の改善についての基本的考え方」である。
この資料においては，これからの時代に求められる力を育成していくために，高等学校
教育，大学入学者選抜，大学教育それぞれが，その機能・役割を十分に果たしていくこと
が必要であることがまず掲げられている。その上で，高等学校教育においては，基礎的・
基本的な知識・技能の確実な定着を図るとともに，思考力・判断力・表現力等の育成と主
体的に学習に取り組む意欲の育成を図ることとし，そのため，「達成度テスト（基礎レベ
ル）（仮称）」の創設，各種資格検定試験の活用促進，多面的な幅広い資質・能力の評価手
法の開発・普及などの学習成果や教育活動の把握検証を進めること等が必要としている。
また，大学教育においては，専門的な知識に加え，総合的な学習経験を通じて高い志と
創造的思考力を持った人材の育成を図ることとし，上述の答申に基づき，大学教育の質的
転換のための取り組みを推進していくことが必要としている。
大学入学者選抜については，これからの時代に必要な力を判定・育成していく観点か
ら，必要とされる知識の修得状況を確認するとともに志願者の能力・意欲・適性等を多面
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的・総合的に評価するものに転換していくことが必要とし，そのため，多面的・総合的な
評価手法の開発，「達成度テスト（発展レベル）（仮称）」の創設，推薦・AO入試の改善，資
格・検定試験等の活用等が必要としている。
これらの内容，方向性については，特別部会の委員の間でおおむね意見の一致を見てい
る内容であり，さらに議論を深め，取り急ぎ審議経過報告としてとりまとめていくことと
していたところである。

3. 今後の展開
筆者がこの報告を行った 2014年 2月の時点においては，特別部会の審議経過報告を 3
月末までを目途にとりまとめた後，関係団体や一般からの意見募集（パブリック・コメン
ト）を行った上で，最終的には夏頃を目途に答申がとりまとめられる見通しであった。し
かしながら，高大接続・大学入学者選抜の課題は，関係者に与える影響が大きく慎重な検
討を要することから，十分な審議を尽くすべきとの意見が多くの委員や関係者から寄せら
れたことも踏まえ，「達成度テスト（基礎レベル）（仮称）」および「達成度テスト（発展レベ
ル）（仮称）」の内容や各大学における個別試験の在り方等について夏以降も精力的に検討
が続けられた。今後，2014年中を目途に最終的な答申がとりまとめられる見通しである。
答申後，さらに技術的な検討等が必要とされ，専門家等による検討に委ねられた事項につ
いて 1年程度を目途に結論を得るべく検討が進められることになる。
答申において提言される各種の改革方策の実際の実施に当たっては，実現可能性の検討
の期間や高校生の受験準備への影響にも考慮し，十分な時間的余裕を持って段階的に実施
されていくこととされている。諸施策の円滑な実施と改革の目的の実現がなされることを
期待したい。
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